
Ⅰ．はじめに

　戦後の長期にわたり続いてきた日本の都市開発は，経済の高度

成長と引き換えに，緑地の連続性を遮断する結果を招いた。この

結果，都市における緑地は減少しその孤立化の促進を余儀なくさ

れた。しかし，２１世紀を迎えた現在，生物の多様性の保全・ヒー

トアイランド現象の緩和といった環境保全の観点，さらには心の

豊かさ・生活の快適性といった精神的な観点からも都市の緑地が

注目を集めている。都市に現存する緑地を保全し有効に活用して

いくためには緑地分布の現状を正確に把握することが不可欠であ

り，連続性を定量的に捉えることが必要である（3）。

　また緑地連続性を評価するにあたっては対象を物質循環の系で

捉えることが有効であるといわれる。そこで本研究は，水循環の

系である流域を対象として，緑地連続性の定量化を行い，今後の

緑地ネットワーク構築に向けた都市公園の生態的ポテンシャル評

価を行った。流域は，地質，地形，土壌，気象，水質，動植物分

布などが組み合わさって，生態学的に特有な地形を形成しており，

単に水利用の合理性をはかるための基礎単位として重要なばかり

でなく，流域生態系とも呼ぶべき環境要因の有機的結合を支える

環境単位として重要と考えられる（5）。

　研究に際しては地理情報システム（GIS）ソフトArc View ３．２

を利用した。またGRID　data 等の取り扱いに際してはArc 

View ではサポートしきれない情報も存在するため拡張機能であ

る Spatial Analyst を使用して地図のデジタル化を行った。なお，

ベクトルデータの座標系はUTM座標系で福岡県はUTM測地系

第５２帯に相当する。

Ⅱ．研究対象地

　研究対象地は，福岡県北九州市の中心部を流れる２級河川であ

る紫川とした。数値地図５０ｍメッシュ（標高）データを元にArc　

View　３．２の拡張機能である水理機能を利用して流域を決定し

た。これは同市が定める流域とほぼ一致するものである。

Ⅲ．研究方法

　まず，これまでの研究（1）において国土レベルでの連続性定

量化への有効性が確認されている指数CONによる連続性の定量

化を都市レベルで適用し，その有効性について考察を行った。既

存研究においては主として国土レベル（３次メッシュ）での連続

性の検討に用いられているが，都市計画のレベルで連続性を検討

した事例は少ない。都市計画に適したよりマクロなスケールでの

地理地形的な連続性を把握することが必要である。そこで，本研

究ではメッシュサイズを１２０ｍに設定し緑地の連続性評価を行っ

た。

　次に，作成した連続性評価図より，都市内において緑地の連続

性を構成している個別要素を選出し，各要素の個別評価を行った。

　１．緑地連続性の定量化

　環境庁自然保護局編集の「自然環境GIS　平成１２年版」データ

から，植生自然度２以上の土地を緑被地，植生自然度１の土地を
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非緑被地と定義し１２０ｍのグリッドに変換し，指数CONの値を算

出した。指数CONは緑被グリッドを中心とした３×３の９グ

リッド内に含まれる緑被グリッド数をそのグリッドの評価値とす

るものであり，その手法は既存研究に従った（図－１，図－２）。

　２．連続性構成要素の生態的ポテンシャル評価

　流域内に存在する都市公園の多くが連続性を構成する要素と

なっていることから，GIS を用いこれらの都市公園に対して形状，

形態，公園内に存在する指数CONの値の合計，および隣接する

公園間の近傍距離，以上４つの視点から評価を行った。　　

　これらの都市公園は都市の緑地ネットワーク構築の際，中パッ

チとしての役割を担うものと考えられる。

①　形状

　生物生息空間（以下，ビオトープ）は外部からの干渉を受け

にくい円形であることが望ましいとされる。そこで，以下の式

より形状指数を算出した。D＝１のとき完璧な円形となり，D

＞１となるほど円形から離れた形状となる。

D＝ L ／２√（S×π）　　

L：公園周長（m）S：公園面積（m２）

②　形態

　面積が大きく円形に近いものがビオトープとして優れている

という考えに基づき形態指数（4）を以下の式で算出した。

J＝ S ／D　J：形態指数

③　CON値合計

　連続性評価の結果をもとに周囲の緑地との関係を含めた評価

として，公園内に存在する指数CONの値を合計した。

④　近傍距離

　他の都市公園との隣接距離が近いほど，生物の移動が容易と

なるため Spatial Analyst を使用し都市公園間の近傍距離を算

出し，各公園が受け持つ面積を求めた。面積が小さいほど，隣

接する都市公園との間に密なネットワークを構成するポテン

シャルを持つものと考えられる。

Ⅳ．結　　果

　１．緑地連続性の定量化

　指数CONを用い，流域内の緑地連続性を定量的に把握した。

図－３に示すように流域の上流部，南西の方向から中流部にかけ

て緑地が連続的に分布している。この連続的な緑地は，市街化調

整区域のほぼ全域に広がっていることが確認できる。流域上流部

南東の位置に一部連続性が遮断された地域が確認できるが，ここ

は平尾台にあたりカルストが広く分布していることから，このこ

とが，連続性を遮断している要因と考えられる。

　下流部，市街化区域については市街化調整区域とは逆にほぼ全

域において連続性が遮断された状況にあることがわかる。しかし，

中流部河川沿いにおいて飛び石的に連続性が構成されている様子

を確認することができた。GIS を用い，流域内の都市公園分布図

をオーバーレイさせたところ，これらの地区と一致する箇所が多

数確認された。この結果は，市内の都市公園が緑地の連続性を構

成する要素となっていることが解った。

　表－１に指数CONの分布状況を示した。９の値を示すメッ

シュ数が４１６２個と全域の５０％以上を占めることから流域内の緑地

連続度が高いことがわかる。

　２．連続性構成要素の生態的ポテンシャル評価

　今回の評価は，都市公園をビオトープとしての機能から生態的

なポテンシャルの評価を行ったものである。

　１の結果より都市公園の多くが，市街化調整区域内において緑

地の連続性を構成する要素となっていることが解った。そこで，

それらの都市公園が持つ生態的な機能を先に示した４つの項目か
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図－１．指数CONの計算例

図－２．指数CONの適用例

表－１．流域内の指数CONの分布

 メッシュ数（個）指数CON

４１６２９

７２８８

３６１７

２３９６

１１５５

７１４

３９３

３０２

１３１

１８５８０



ら評価を行った。その結果を，表－２に示す。また，先に都市公

園の多くが市街化調整区域内において緑地の連続性を構成する要

素となっていると述べたが，都市公園は市街化調整区域内にも存

在するためこれらを区別するため，表－２では市街化調整区域内

に存在する都市公園は仮名表記とした。

　形態指数・CON値合計の２項目においては，面積の大きさに

起因するという結果となった（表－３）が，これらの項目におい

て評価の高い公園は周辺に他の都市公園が少なく，隣接間の面積

から評価した項目では，評価が低い結果となった。

　このように，すべての面で高い基準にある公園は存在しないの

が現状である。

Ⅴ．考　　察

　今回の研究により，北九州市を流れる紫川流域は，市街化調整

区域のほぼ全域が高い連続性を有していることが確認された。

　緑地の連続性を評価する手法としては今回適用した指数CON

の他，平均連続度数やモーメント理論に基づく土地利用多様性指

数などがこれまで用いられてきた（2，6）。今回その中から指数

CONの考えを適用したが，同手法は，原科らによって本土の森

林連続性を把握する目的から，３次メッシュを基準として解析さ

れた手法であるが同手法を流域という，詳細なスケールで適用し

た例は少ない。メッシュ解析においては解析に用いるメッシュサ

イズが問題として挙げられることが多い。指数CONの手法につ

いても，同手法はメッシュサイズを小さくするにつれて，評価値

９のメッシュを増やし，５・６・７といった値を持つメッシュを

減らしやすく評価が曖昧となるといった問題が生じるため考慮が

なされている（たとえば小林ら，２００１）。今回用いた１２０ｍという

メッシュサイズは都市の緑地ネットワークを考える際に中パッチ

としての役割が期待される都市公園の構成する緑地連続性を反映

していることが確認され，解析に際して有効なサイズであったと

いえる。

　同手法により，市街化区域においても紫川を中心に川の中流部

は連続性を保持した地区が広がっていることも確認された。この

結果をふまえ，GIS を用い流域内に点在する都市公園をオーバー

レイさせたところ，その区域の多くが一致することが確認された。

そこで，ネットワークを構築する主な要素である都市公園につい

て，生態的ポテンシャルという観点から，４つの項目を設け評価

を行ったところ，すべての項目に対して高い基準にある都市公園

は存在せず，特に面積の大きな都市公園周辺には他の公園が確認

されず，密なネットワークが存在しにくい様子が確認される。都

市緑地の孤立化を防ぎ良好な生態系ネットワーク構築するために

は，今後都市公園の配置計画等の配慮が必要と考えられる。

Ⅵ．おわりに

　今回，水循環の系として流域を対象に解析を行ったが，市街化

区域内という行政の政策上の線引きが連続性を作り出す要素との

間に関係がある様子が伺えた。北九州市全域を対象とした連続性

の把握など，今後そうした行政との関わりについても解明が必要

になるものと思われる。
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図－３（１）．緑地連続性７－９区域

図－３（２）．緑地連続性１－６区域

表－２．都市公園の評価値
（仮名表記は市街化調整区域に存在する都市公園）

隣接間面積
（m２）

CON値
合計

形態指数 形状指数公園名称

１１１８．５２１４２６８９．１８１１．６０４ヤマダリョクチ

７１７．８４６８．４５１２．７８９勝山公園

４１４．７２０６．２５３２．００４三萩野公園

２１７．４４１１２３．８３２１．５９１ワシミネコウエン

２１３１．２　１１７３．８８５１．１７８シイコウエン

５８０．６８４５９３．１８６１．１０２中央公園

３６８０．６４２７１．８９３１．５０８オウマチクリンコウエン

４０２．８４６１．９２４１．３３６紫川河畔公園

２５０．２　０１．２０１１．５３２大手町公園

３９１．６８４９１．３７２１．１７　横代中央公園

８５１．４　７０４０．９８６１．５１６アダチコウエン

表－３．公園面積と評価２項目の相関

公園面積（m２）CON値合計 形態指数

０．９９６９０．８４３６１．００００形態指数

０．８２４９１．０００００．８４３６CON値合計

１．０００００．８２４９０．９９６９公園面積（m２）



　また，紫川流域は河川周辺に都市公園やまとまった緑地が確認

され，河川中心のネットワークが形成されていることが予測され

る。そこで，評価項目として，河川を取り入れることが必要であ

り，その水質等にも目を向ける必要があるものと考える。

　緑地ネットワークの構築に当たり，今回は連続性の定量化と，

ネットワークを構築する各要素として，都市公園の個別評価にと

どまったが，今後この結果を生かし，ネットワークそのものを定

量的に評価していくことが求められる。

　その際より良い生態系ネットワークの提案を行うにあたって，

フィールドワークを含めたより詳細な解析が課題として挙げられ

る。

　なお，本研究の一部は文部科学省地域貢献特別支援事業によっ

て行われた。
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